
健やか生きいきプラン

（第 7期介護保険事業計画）における

「自立支援、介護予防又は重度化防止及び介護給

付適正化に関する取組と目標」に係る

平成 30年度取組に関する評価結果
及び 2025年度における推計について

天草市健康福祉部高齢者支援課



第７期介護保険事業計画「取組と目標」に対する自己評価シート【自立支援、介護予防、重度化防止】

目標設定時点における現状と課題 具体的な取組 目標
計画記載
ページ 実施内容 目標達成状況・自己評価

課題
（目標の達成状況に関する理由や原因等）

課題に対する改善策
（H31(2019）年度以降）

①健康づくり・介護予
防

高齢者人口においては大きな
変動がないが、若い人口の減
少が著しく、確実に高齢者率
は上昇するため、介護予防を
入り口とした自助活動を推進す
ると共に、互助を拡大し、担い
手不足を解消することが重要
である。
また、県下でもっとも面積が広
く、家が点在しており、かつ地
域は過疎化してきているため、
人と人につながりは希薄化して
きている。地域における移動の
課題も踏まえ、身近な拠点づく
りが必要。

地域で住民自ら介護予防に取
組み、かつ拠点の中で助け合
い活動に繋がるよう既存グ
ループへの支援を継続する。
また、拠点がないエリアや拠点
を必要とするエリアに対し、拠
点づくりとして通いの場、ふれ
あいいきいきサロン等の創設を
推進する。

第7期中に「通いの場」「ふれあいいき
いきサロン」「健康運動教室」等におけ
る週1回以上の65歳以上参加者数を、
高齢者人口の1割以上とする。
（事業計画には、H32年度末時点で通
いの場登録団体数160箇所、活動者
数2400人を目標設定）

P57-
60、
P73-
77、
P82、
P93

・継続支援として、同圏域の通
いの場の横のつながりや交流を
深めることで継続意欲へつなが
るよう、交流会の仕掛けづくりを
行い、団体同士での交流に発
展で きるよう支援。

・普及啓発として、地域介護予
防活動の拠点がないエリアや
拠点が必要と判断されるエリア
に対し、普及啓発活動（地域元
気アップ教室）を開催。（11地
域、各１ヶ月間）

・平成30年度末時点で登録団
体数159箇所、活動者数2319
人。
（平成30年度における目標値
120箇所2000人を達成）

・既存の通いの場は継続してお
り、加えて50個所が新設。活動
拠点がないエリアや拠点が必
要と判断されるエリアにおいて
も通いの場の立ち上げが実現。
事業計画で設定した目標値を
上回るペースで事業展開が出
来ている。

・予防活動に対する意識が薄く、
自発的な地域活動の実践に至っ
ていない地域（地域活動拠点の空
白地域）に対して、今後も普及啓
発による意識づけを行い、拠点づ
くりを進める必要がある。

・活動の継続性の維持と、地域活
動拠点の予防機能の発展のた
め、新たな介護予防活動のメ
ニューを提供していく必要がある。

・普及啓発活動においては、高
齢者支援課・地域包括支援セ
ンター・地域支え合い推進員等
の高齢者支援担当部門のみに
とどまらず、まちづくり支援担
当・スポーツ振興担当・生涯学
習担当等の他の部門と連携し、
多角的な視点から幅広い住民
普及啓発活動及び意見交換等
が必要不可欠である。行政を含
め関係者や関係機関におい
て、地域課題等の情報共有を
行ないながら進めて行く必要が
ある。

・「運動器・転倒」リスク低下に
資する運動メニューは継続しつ
つ、「認知症予防」メニューの実
践を積極的に推進する。（認知
症施策との連携）

⑤認知症高齢者の支
援

認定者うち認知症状のある方
は8割程度を占め、全国・県と
比較しても圧倒的に多い状
況。また介護予防・日常生活
圏域ニーズ調査においても、
認知機能のリスクは高く認知症
予防の取組も必須となってい
る。認知症予防からみまもりあ
いまでの取組が必要である。

住民の協力による地域におけ
る認知症予防活動及び高齢者
以外の若い世代を巻き込んだ
みまもりあい体制づくりの推進

地域における認知症予防活動及びみ
まもりあい活動をする「脳いきいきサ
ポーター」を養成し、うち継続的に地
域活動に結びつく人が７割になるよう
支援する。
（事業計画には、H32年度末時点でサ
ポーター数190人、活動者数133人を
目標設定）

P57-64､
P73、
P76､
P86-88､
P92

・市主催による「脳いきいきサ
ポーター」の養成講座を実施。
（２地域、各８回講座）

・市主催により、H29年度養成し
たサポーターを地域活動実践
に繋げるためのフォローアップ
講座を実施。（２地域、各４回講
座）

・脳いきいきサポータ―を新規
に79人養成、サポーター数累
計186人。
（平成30年度における目標値
は130人）

・H29年度に養成した70人のサ
ポーターのうち57人（約８割）
が、H30年度中に地域活動を
実践するに至った。養成するの
みにとどまらず、実際の活動実
践に至るまでが実現。

・認知症予防のみならず、地域に
おける認知症の理解も同時に進
めて行く必要がある。

･通いの場やふれあいいきいき
サロンの１グループに１人、脳い
きいきサポータが地域実践でき
るようにして定期的な認知症予
防活動に結びつける必要があ
る。また、地域の老人会活動等
の既存の地域活動の活発にも
なるよう、楽しい認知症予防活
動の推進を脳いきいきサポー
ターと企画し実施していく必要
があるため、サポーター養成及
びフォローアップ研修を継続す
る。

・脳いきいきサポーターに加え
て、認知症サポーターも地域活
動につなげていく仕組みづくり
が必要。

第７期目標 H30年度（2018年度）実績

取組テーマ



第７期介護保険事業計画「取組と目標」に対する自己評価シート【介護給付費等費用の適正化】

点検件数等
（分子）

点検対象件数等
（分母）

達成率
（％）

要介護認定の適正化 全ての認定調査の点検
点検率100％
※点検数/申請（調
査）件数

4,330 4,330 100.0%
・保健師による認定調査の全件点
検を実施している

・調査票については全件点検がで
きている。審査会を圏域で合同開
催しているが、調査票の記載方法
が各市町でバラツキがある。

・関係市町の認定調査精度管理担
当者で協議を行い、調査票記載方
法をすり合わせていく。

ケアプラン点検 ケアプラン点検
点検率 5％以上
※点検数/居宅サービ
ス利用者数

477 3,410 14.0%

・地域ケア会議におけるケアプラン
点検
・指定更新に伴う実地指導を実施
する事業所のケアプラン
・有料老人ホーム等に入居するケ
アプラン
・苦情相談に係るケアプラン
・訪問介護（生活援助）の回数が基
準を超える利用者、軽度認定者福
祉用具貸与利用者、短期入所
サービス利用が要介護認定の有効
期間の半数を超える利用者等のケ
アプラン

・点検に十分な時間を割くことがで
きない。
・点検者の人手及び技量不足が課
題である。

・引き続きケアプラン点検に関する
研修を受講する。
・ケアプラン点検に係るノウハウの
蓄積及び、体制の整備を行う。

住宅改修の点検 住宅改修の施行前点検
点検率　１００％
施行前点検数/住宅
改修数

561 561 100.0%

・事前申請書等を基に施行前点検
を全件確実に実施。
・施行後、支給申請時にも全件点
検を実施。
・住宅改造事業を併用して行う様
な、特に高額な案件については、
現地確認も実施。

・専門職による点検体制が未整
備。
・点検に時間を要する。

・専門職による点検体制整備につ
いて検討を行っていく。
・効率的な点検を行えるようマニュ
アル整備及び体制の整備を行う。

医療情報突合・縦覧
点検

医療情報突合の実施
縦覧点検の実施

全月点検 １２月（全月）分 - 達成

　国保連から毎月送付される帳票
について毎月点検を実施。
　国保連による点検支援もあること
から、これを活用するため、縦覧区
分・整理番号により、国保連の支援
がある分とない分とを区分し、支援
が無い分を市で確実に実施した。
　また、算定期間回数制限縦覧
チェックについては、入院情報を国
保・後期担当より提供してもらい点
検を実施した。

・医療（入院）情報を活用した点検
が効率的であるので、国保・後期
担当と連携体制が重要。人員が限
られるので、効果的な体制の構築
等が必要。

・引き続き、国保担当課等と連携し
ていく。
・過誤に至った事例等を整理し、集
団指導等で事業所に説明を行う。

介護給付費通知 介護給付費通知 年１回実施 年１回実施 - 達成 国保連に委託して作成した給付費
通知を8月に5,543人に送付。

効果的な実施に向けて、実施方法
の検証を行っていく。

対象を居宅サービスのみにするか
検討したが、介護サービスに係る
費用の意識啓発や通知内容の確
認による適正な請求につながると
考え、今後も全サービスについて
通知を実施。

課題に対する改善策
（H31(2019）年度以降）

取組テーマ 取組目標 数値目標（H30(2018)年度）

H30年度（2018年度）実績

実施内容
課題

（目標の達成状況に関する理由や原因等）



２０２５年度における推計について 

○一人暮らし高齢者数の将来推計 

  一人暮らし高齢者数は今後も増加し、高齢者人口に占める一人暮らしの割合も

増加する見込みです。 

※ H27～H30は各９月末時点の住民基本台帳より集計。 

※ R２（2020）年、R７（2025）年は国立社会保障・人口問題研究所の都道府県別世帯数将来

推計より、熊本県の増加率を参考に推計した世帯数。 

〇認知症高齢者数の将来推計について

 「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」において、2012

（平成24年）年の全国の６５歳以上の高齢者人口は3,079万人で、認知症の有

病率推定値を15％、認知症有病者数は462万人と推測されている。また、天草

市において各年齢の認知症有病率が一定の場合の将来推計を計算してみると以下の

ようになる。 

※ 天草市認知症施策運営方針より 
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○日常生活圏域別の65歳以上人口 

総人口は、本渡北以外の全圏域で減少しています。高齢者人口は、減少に転じてい

る圏域もありますが、高齢化率は全ての圏域で上昇し、牛深西の６７％を最高に、本

渡地域以外の圏域では５０％を超えると推計されます。

２０２５（R7）年推計 2019（H31）年3月 

日常生活 

圏域名 
地区 

総人口 

(人) 

高齢者数 

(人) 

高齢化率 

(％) 

総人口 

(人) 

高齢者数 

(人) 

高齢化率 

(％) 

１ 本渡南 本渡南 7,671 2,862 37.3 8,497 2,790 32.8 

２ 本渡北 
本渡北・本町・ 

佐伊津町・旭町 
16,863 4,914 29.1 16,203 4,425 27.3 

３ 本渡稜南 
亀場町・枦宇土町・

楠浦町・宮地岳町 
7,371 2,534 34.4 7,882 2,466 31.3 

４ 本渡東 
志柿町・下浦町・ 

瀬戸町 
4,101 1,823 44.0 4,556 1,733 38.0 

５ 牛深東 久玉町・深海町 3,532 2,056 55.2 4,054 1,851 45.7 

６ 牛深西 
魚貫町・二浦町・ 

天草町大江向 
1,138 762 67.0 1,466 750 51.2 

７ 牛深南 牛深町 5,321 2,705 50.8 6,952 3,133 45.1 

８ 有明 有明町 3,926 2,226 56.7 4,740 2,150 45.4 

９ 御所浦 御所浦町 1,976 1,177 59.6 2,751 1,367 49.7 

10 倉岳 倉岳町 2,237 1,197 53.5 2,783 1,321 47.5 

11 栖本 栖本町 1,599 882 55.2 2,123 977 46.0 

12 新和 新和町 2,339 1,340 57.3 2,956 1,356 45.9 

13 五和東 五和町御領・鬼池 2,735 1,610 58.9 3,326 1,564 47.0 

14 五和西 
五和町二江・手野・

城河原 
3,576 1,821 50.9 4,545 2,009 44.2 

15 天草 
天草町 

（大江向を除く） 
2,219 1,257 56.6 3,000 1,469 49.0 

16 河浦 河浦町 3,442 1,878 54.6 4,401 2,058 46.8 

計 70,046 31,026 44.3 80,235 31,419 39.2 

※ 健やか生きいきプラン作成時に行った推計値（国勢調査の推移より本市で算出した推計値） 

を基に、圏域別の推計を行ったものです。 


